
「県民ボランタリー活動の促進のための施策の推進に関する基本方針」に係る点検・評価シート

【国の動き】

・特定非営利活動を行う団体に法人格を付与することにより ・阪神・淡路大震災を踏まえた理念条例

社会貢献活動を促進し、公益の増進に寄与することを目的 ・ＮＰＯ法の手続き条例

に制定

・県民の参画と協働による地域社会の共同利益の実現

・ＮＰＯ等の活動基盤整備や寄附募集の支援

・ＮＰＯ等と行政が協働することにより地域課題を解決するモデル事業を実施

・所轄庁の変更（内閣府→都道府県／都道府県→政令指定都市）

・認定要件の緩和、仮認定の創設など新認定制度の導入

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

- - - 29.6 29.0 25.9 23.6 24.5 22.9

40.9 42.4 39.3 37.6 36.3 34.7 34.2 35.5 38.2

14.1 13.6 11.7 12.7 12.3 10.7 10.9 11.1 11.0

2,972 3,154 3,334 2,561 2,569 2,568 2,713 2,710 3,105

割 合

54.8

34.4

27.5

24.6

22.4

14.5

11.6

7.4

1.7

3.2

年 度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 合 計

件 数 2,541 2,834 3,107 3,310 3,425 3,289 18,506

金 額 76,230 85,020 93,210 99,300 95,900 95,381 545,041

④県民ボランタリー活動助成
ボランタリー活動を行う法人格を持たないグループ・団体の取り組みに対して助成。団体の構成人数が５人以上で、活動を１２日以上行っていることが必要条件。

平成10年 県民ボランタリー活動の促進等に関する条例制定

平成12年 県民ボランタリー活動の促進のための施策の推進に関する基本方針策定

平成14年 県民の参画と協働の推進に関する条例制定

平成10年 特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）制定

無回答

平成７年１月 阪神・淡路大震災発生（ボランティア元年）

②「美しい兵庫指標」県民意識調査（単位：％、日、円）

地域活動やボランティア活動をしている人の割合

ボランティアなどで社会のために活動してみたい人の割合

地域活動やボランティア活動のために使ってもよいと思う日数（年間）

条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

（１） 基本方針の性格
ボランタリーセクターを社会の中
に明確に確立する必要がある。ボラ
ンタリーセクターとは、公的な領域
と私的な領域との中間に位置する公
共的領域で見られるところの県民一
人ひとりの自発的で自律的なボラン
タリー活動の総体を指す。このボラ
ンタリーセクターの一層の確立のた
めには、県民の自発的な活動の尊重
と、行政の果たすべき役割及び行政
が担うことを控えるべき分野を明ら
かにしておく必要がある。このこと
を踏まえ、県民ボランタリー活動を
促進するための施策の拠り所となる
基本的な考え方を示す。

・「県民ボランタリー
活動の促進等に関する
条例」、「県民の参画
と協働の推進に関する
条例」の制定や様々な
支援施策の展開を通じ
て、「新しい公」の担
い手であるボランタ
リーセクターに対する
理解が着実に進み、そ
の活動分野も多岐に及
んでいる。

・ボランタリー活動に
対する県民意識は必ず
しも高まっているとは
言えず、ボランティア
活動への意欲が実践に
結びついていない。

（現行どおり）

その他

支援策や活動ノウハウ等の情報提供

活動への参加を呼びかける普及啓発、ＰＲ

情報交換の場など、団体相互の連携の促進

研修や体験機会の提供

活動拠点の確保

アドバイザーによる助言

リーダーや仲間の紹介

①ボランタリー活動に係る国・県の動き

地域活動やボランティア活動のために負担してもよいと思う金額（年間）

回 答 内 容

【県の動き】

平成23年、24年 地域づくり活動支援事業の実施（新しい公共支援事業：国からの交付金事業）

③「兵庫県の参画と協働の取組みに関するアンケート（平成22年度）」（県地域協働課調べ）

○地域づくり活動に必要な行政の支援（活動している県民が回答）ｎ＝1,616（単位：％）

平成23年 改正特定非営利活動促進法（施行：平成24年４月～）

活動資金の確保

○県民ボランタリー活動事業採択件数（単位：件、千円）（県協働推進室調べ）

１ 県民ボ
ランタリー
活動の促進
のための施
策の推進に
関する基本
的な事項

資料２
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条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

※参考数値のため非掲載

※参考数値のため非掲載

※参考数値のため非掲載

※参考数値のため非掲載

年 度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

団 体 数 4,788 4,935 5,506 5,689 5,862 6,355 6,483 6,876 7,117 7,054 6,701 7,447 7,684

年 度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

団 体 数 0 50 118 193 326 521 721 914 1,099 1,249 1,386 1,490 1,612 1,709

年 度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

推進員数 950 1,439 1,544 1,651 1,613 1,648 2,022 2,119

年 度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

ひろば数 957 1,360 1,583 1,611 1,760 1,828 1,886 1,946 2,029 2,095

年 度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

事 業 者 数 9,600 9,797 9,921 10,435 10,803

うちＮＰＯ数 289 298 314 339 360

18年10月 19年４月 20年４月 21年４月 22年４月 23年４月 24年１月

65 146 194 308 403 518 584

9 22 36 72 113 166 190

（特）兵庫県の水域の秩序ある利用を進める会

⑥兵庫県内ＮＰＯ法人数の推移（県協働推進室調べ）

※平成23年度は平成24年１月末現在

② 行政、ボランタリーセクターが
担うべき領域の整理
市民自律社会の実現に向けて、行
政は、社会基盤の整備や基礎的な
サービスの供給などの基本的な役割
を担っていき、そのことにより、ボ
ランタリーセクターの担うべき領域
が広がっていくことが望まれる。
このため、行政及びボランタリー
セクターが担うべき領域を明確に整
理し、それぞれの機能が十分に発揮
できる仕組みを構築する。これまで
行政が過剰に関わってきた領域を、
ボランタリーセクターに委ねる環境
づくりが必要である。

指 定 管 理 者 名

（特）宝塚ＮＩＳＩＴＡＮＩ

②連合婦人会数の構成市郡の推移

①兵庫県連合自治会加入自治会数の推移

年 度

事業所指定件数

うちＮＰＯ数

平成23年４月現在、公の施設88施設が指定管理者制度を導入、うち４施設においてＮＰＯ法人が指定管理者となっている。

⑤兵庫県内ボランタリー活動団体数の推移（県協働推進室調べ）

（２）支援活動の範囲
① 県民ボランタリー活動の広がり
への対応
現在、県内各地域では、福祉分野
だけでなく、青少年活動、国際交
流・協力、芸術文化、まちづくり、
環境保全、災害支援など、様々な分
野でボランタリー活動が広がってお
り、その分野の広がりに合わせた対
応を行っていく必要がある。
また、必要があれば、震災後、活
発に活動しているＮＰＯ等と、それ
まで地域に根づき活動してきた自治
会、婦人会等の既成の地縁団体、ボ
ランティア団体や企業等との連携を
図ることや、それらの団体等を支え
ることについて配慮する。

西宮利便機能付係留施設

東播磨港小型船舶係留施設

宝塚西谷の森公園

①介護保険法に基づく事業者数（県高齢社会課調べ）

・自治会、婦人会等の
既成の地縁団体が減少
傾向にあるなかで、Ｎ
ＰＯ法人数は大きく増
加している。

・まちづくり、子ども
の健全育成、環境保全
等の地域課題に対し自
治会、婦人会等を中心
とした地域団体が核と
なった活動が展開され
ている。

・中山間地域等、人口
減少により自治会、婦
人会等の活動が十分に
確保できない地域にお
いては、ＮＰＯ等のボ
ランタリーセクターと
連携した地域づくり活
動が進みつつある。

・中山間地域等、
自治会、婦人会等
の活動が十分に確
保できない地域に
おいて、ＮＰＯ等
と自治会、婦人会
等の既成の地縁団
体との連携を支援
していく必要があ
る。

・福祉分野では、行政
が制度設計を行い、Ｎ
ＰＯをはじめ民間事業
者がサービスを担う形
で、効率的できめ細や
かな福祉の実現が図ら
れている。

（現行どおり）

（特）シーズ加古川

③指定管理者制度導入施設（県新行政課調べ）※県所管分に限る

施 設 名

②障害者自立支援法に基づく事業者数（障害福祉サービス事業所指定件数）（県障害者支援課調べ）

（特）兵庫県の水域の秩序ある利用を進める会

③兵庫県内の老人クラブ数の推移

④兵庫県内の子ども会数の推移

東播磨生活創造センター

⑧まちの子育てひろば
保育所や幼稚園と自治会、子育てサークルなどが連携し、子育て中の親子が気軽に集い、仲間づくりを通して、子育ての悩みを話し合ったり、お互いに情報交換できる場所を
提供。

１ 県民ボ
ランタリー
活動の促進
のための施
策の推進に
関する基本
的な事項

※平成23年度は平成24年１月末現在

○まちの子育てひろば数の推移（県少子対策課調べ）

⑦子育て応援ネット

兵庫県地域女性団体ネットワーク会議（婦人会、消費者団体、いずみ会などの18団体）、自治会、老人会、ＰＴＡ、子ども会等の地域の団体がネットワークを組む、市町ごと
の推進母体のもと、各小学校区で子育て家庭応援推進員等が、登下校の見守り、声かけや子育てイベント等を行うとともに、虐待などのＳＯＳのサインをキャッチして関係機関
へつなぐ活動を実施。

○子育て応援推進員数の推移（県少子対策課調べ）

※平成23年度は平成24年１月末現在
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条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

団体数 法人数

2,043 1,044

437 726

593 846

486 480

375 365

214 72

319 114

94 270

69 227

90 99

638 647

43 112

6 44

28 166

36 333

64 63

233 548

②ＮＰＯ法人の先進的活動事例

障害者等の旅行支援

小規模集落の活性化

概 要

高齢や障害を理由に旅行に行くことを諦めていた人が旅行に行くことが出来るよう、介護士等の専門スタッフが旅
行先まで同行してサポートする取り組みを実施。現在までに６００名以上がサービスを利用。

空き家の古民家を利用して日本の田舎暮らしや農業を体験する滞在施設を運営。総家屋数１２軒のうち７軒が空き
家の超小規模集落で空き家、耕作放棄地という負の遺産を地域資源に再生する取り組みを展開。

分 野

環境の保全を図る活動

・福祉、子どもの健全
育成、まちづくり等ボ
ランタリー活動は、
様々な分野に広がって
いる。

・ＮＰＯ等が専門性を
生かし、社会的課題の
解決にあたっている
ケースもある。

国際協力の活動

災害救援活動

人権の擁護又は平和の推進を図る活動

科学技術の振興を図る活動

（現行どおり）

社会教育の推進を図る活動

まちづくりの推進を図る活動

学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

まちづくりの推進を図る活動

学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

環境の保全を図る活動

地域安全活動

情報化社会の発展を図る活動

前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

経済活動の活性化を図る活動

職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

経済活動の活性化を図る活動

職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

消費者の保護を図る活動

活 動 の 分 野

○県内でボランタリー活動を行う団体の活動分野（ひょうごボランタリープラザ調べ） ○ＮＰＯ法人の活動分野（県協働推進室調べ）

社会教育の推進を図る活動

前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

災害救援活動

子どもの健全育成を図る活動

消費者の保護を図る活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

地域安全活動

人権の擁護又は平和の推進を図る活動

①ボランタリー活動の分野の拡がり（３）基本的な考え方
① 自発性・個別性などの尊重
県民ボランタリー活動を行う県民
や団体（以下、「活動団体等」とい
う。）を支援するにあたり、それら
の自発性や自律性を尊重し、ボラン
タリーセクターの確立に努める。ま
た、活動団体等では、有償・無償を
問わず、様々な活動を行っており、
その個別性を尊重した関わり方を行
う。特に、社会情勢などの変化に伴
う新しい課題に対し、活動団体等が
柔軟かつ機動的に対応し、先駆的、
開拓的な活動を行うことも認識して
おく必要がある。

国際協力の活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

子どもの健全育成を図る活動

活 動 の 分 野

保健、医療又は福祉の増進を図る活動

科学技術の振興を図る活動

情報化社会の発展を図る活動

保健、医療又は福祉の増進を図る活動

１ 県民ボ
ランタリー
活動の促進
のための施
策の推進に
関する基本
的な事項
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条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

年 度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

件 数 14 4 4 11 14 17 17 16 11 8 116

金 額 4,080 1,800 2,080 4,820 4,950 8,980 10,964 9,948 9,400 8,000 65,022

年 度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

件 数 5 5 9 4 6 5 - 34

金 額 1,500 1,500 3,704 2,000 3,000 2,400 - 14,104

年 度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

件 数 5 2 5 2 1 3 - 18

金 額 1,500 600 1,500 800 300 900 - 5,600

○企業・ＮＰＯ協働奨励事業採択件数（単位：件、千円）（県協働推進室調べ）

④地域づくり活動支援モデル事業
国の「新しい公共支援事業交付金」を活用して、ＮＰＯ等と県、市町が協働により地域の諸課題の解決を図るモデル事業を実施。平成23年度は県モデル事業14件（39,323千
円）、市町モデル事業17件（24,843千円）を県内各地で実施。

○社会貢献活動に取り組んでいる企業の規模

○行政・ＮＰＯ協働事業（行政提案型）採択件数（単位：件、千円）（県協働推進室調べ）

⑤企業の社会貢献活動実践モデル事例調査の実施
平成21・22年度の２ヵ年において、企業規模、分野等の特性を踏まえた社会貢献活動を把握するため、県内の企業100社を調査、実践モデル事例として取りまとめ。

③企業・ＮＰＯ協働奨励事業
ＮＰＯ法人等が企業と協働し、地域社会の課題解決に取り組む事業に対し助成。

（現行どおり）・「ひょうごボランタ
リー基金」を活用した
事業展開を通じて、ボ
ランタリーセクターと
行政、企業との協働し
た取り組みも広がって
いる。

①行政・ＮＰＯ協働事業（ＮＰＯ提案型）
ＮＰＯ法人等が提案する行政との協働事業に対し助成。

②行政・ＮＰＯ協働事業（行政提案型）
ＮＰＯ法人等と県協働推進室が協働で提案する事業に助成。

② 行政、企業、ボランタリーセク
ターにおける各主体の協力関係のあ
り方
行政、企業、ボランタリーセク
ターのそれぞれが成熟社会の担い手
として確立し、相互に自律した関係
として協力していくことが大切であ
る。そのことにより、県民に対する
社会的なサービスが相互に補完し
あったり、相乗的に拡大することが
期待される。
県民ボランタリー活動の趣旨に
のっとり、県民により身近な市町の
役割の大切さを尊重しながら、一層
の連携を進めるとともに、県独自の
支援をも行う。

○企業の社会貢献活動実践モデル事例調査について（県協働推進室調べ）
兵庫県内の企業2,000社に対しアンケートを行い、431社から回答。そのうち社会貢献活動に取り組んでいる企業は389社（回答企業に対する実施率90．3％）。

○行政・ＮＰＯ協働事業（ＮＰＯ提案型）採択件数（単位：件、千円）（県協働推進室調べ）

○企業が取り組んでいる社会貢献活動の分野（上位10位）

１ 県民ボ
ランタリー
活動の促進
のための施
策の推進に
関する基本
的な事項

41.6

38.6

37.8

35.5

32.6

29.6

26.5

25.4

25.4

24.4

0 10 20 30 40 50

活動団体の後援者や賛助会員

独自のプログラムで自主的な地域活動

まちづくり団体等との交流会へ参加

被災地域への寄付や物品提供

学生のインターンシップ等の受け入れ

町内会等の地域活動等に社員派遣

新たな働き方やライフスタイルの提案

地域住民や団体に社内の施設開放

青少年を対象に会社見学

福祉施設への寄付や物品提供

（％）

Ｎ＝389
大企業
261社

中小企業
128社
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条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

年 度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

アクセス数 50,460 48,486 37,036 55,588 64,183 105,137

年 度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

件数（累計） 27 64 96 126 150 175 201 236

年 度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

件数（累計） 1,073 1,366 1,521 1,115 1,088 1,024 1,011 1,141

年 度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

件数（累計） 20 44 69 95 129

年 度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

個人の部 12 8 10 10 6 11 17 20 19 20 23 20 20 21 217

団体の部 21 16 21 29 20 22 29 32 33 32 31 30 29 31 376

年 度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 合 計

くすのき賞 102 133 110 131 122 122 102 99 105 85 105 86 88 1,390

こうのとり賞 413 392 418 428 368 378 309 300 293 290 244 247 234 4,314

○ひょうごボランタリープラザＨＰアクセス数（ひょうごボランタリープラザ調べ）

※平成23年度は11月末現在

○コラボＮＥＷＳ配信数（単位：件）（ひょうごボランタリープラザ調べ）

○のじぎくＶ－ＮＥＷＳ配信数（単位：件）（ひょうごボランタリープラザ調べ）

（１）機会の提供に関する事項
県民ボランタリー活動が広く県民
に理解され、親しまれ、楽しく参加
でき、活動の輪が広がっていくよう
な機会の提供を行う。
① 気運の醸成
県民ボランタリー活動は本来自発
的に行われるものであり、自然に広
がっていくものである。しかし、活
動に興味はあるが、参加するきっか
けがない者や、活動についてよく知
らない者も多い。
このため、幅広い世代の県民に対
し、県民ボランタリー活動への理解
を深め、参加を促すような普及啓発
の実施、入門講座などを充実させる
とともに、表彰などの顕彰事業を通
じて活動の参加に向けた動機づけを
図る。また、施策に携わる自治体職
員や学習機会の少ない企業の経営
者・従業員に対しても、県民ボラン
タリー活動への理解を深めるための
場を提供する。

※平成23年度は11月末現在

③のじぎくＶ－ＮＥＷＳ【普及啓発の実施】
「のじぎく兵庫国体」・「のじぎく兵庫大会」の県民ボランティアが、大会後も継続して広域イベントや地域におけるボランタリー活動に参加できるよう、ボランティアに関
する情報を発信。

※平成23年度は11月末現在

①ひょうごボランタリープラザホームページ【普及啓発の実施】
「ひょうごボランタリープラザ」のホームページにおいて、ボランタリー活動の普及啓発を図るための様々な情報を掲載。

【再】⑦企業の社会貢献活動実践モデル事例調査の実施【企業の経営者・従業員に対するボランタリー活動への理解を深める場の提供】
平成21・22年度の２ヵ年において、企業規模、分野等の特性を踏まえた社会貢献活動を把握するため、県内の企業100社を調査、実践モデル事例として取りまとめ。

○ひょうご県民ボランタリー活動賞表彰実績（単位：件）（県協働推進室調べ）

⑤くすのき賞・こうのとり賞【表彰などの顕彰事業】
ボランティア活動等を通じ、こころ豊かな美しい地域社会又は職域づくりに貢献した団体に対し「くすのき賞」、個人に対し「こうのとり賞」を贈呈。

○くすのき賞・こうのとり賞表彰実績（単位：件）（県協働推進室調べ）

（現行どおり）・ひょうごボランタ
リープラザのホーム
ページやメーリングリ
ストを中心として普及
啓発を行っており、Ｈ
Ｐのアクセス数やメー
ルマガジンの読者も増
加している。

・ひょうご県民ボラン
タリー活動賞やくすの
き賞・こうのとり賞に
よる顕彰を行ってお
り、毎年度、市町社会
福祉協議会等を通じ
て、多くの候補者の推
薦がある。

②コラボＮＥＷＳ【普及啓発の実施】
ボランタリー活動の活性化を図ることを目的に、助成金情報等ボランタリー団体が活動を進めていく上で有益な情報をタイムリーに発信。

※平成23年度は平成24年１月末現在

○コラボＮＥＷＳ登録者数（単位：件）（ひょうごボランタリープラザ調べ）

④ひょうご県民ボランタリー活動賞【表彰などの顕彰事業】
永年にわたって県民ボランタリー活動を行っている者を知事表彰、その栄誉をたたえることを目的に昭和37年度に創設。

⑥企業の社会貢献活動に係るインタビューの実施【企業の経営者・従業員に対するボランタリー活動への理解を深める場の提供】
平成19年度から「地域密着型の社会貢献活動を実践している県内中小企業」を中心に事例を紹介。平成24年１月末までに43社に対しインタビューを実施。

２ 県民ボ
ランタリー
活動の機会
の提供及び
基盤の整備
に関する事
項

5



条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

年 度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

件数（累計） 1,597 5,707 7,066 8,688 9,736 10,840 11,643 12,502 13,088

年 度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

件数（累計） 398 578 920 1,066 1,159 1,258

年 度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

件数（累計） 27 64 96 126 150 175 201 236

年 度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

件数（累計） 1,073 1,366 1,521 1,115 1,088 1,024 1,011 1,141

年 度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

件数（累計） 20 44 69 95 129

年 度 21年度 22年度 23年度 合 計

件 数 124 156 131 411

年 度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

利用人数 6,634 9,613 12,320 12,759 14,560 13,706 9,822 7,608 8,989 6,743 102,754

⑤助成金情報【資金調達の情報】
企業・財団・ＮＰＯ等、様々な主体が募集しているボランタリー活動に対する助成金に関する情報をひょうごボランタリープラザのホームページに掲載。

○交流サロン利用者数（単位：人）（ひょうごボランタリープラザ調べ）

○コラボＮＥＷＳ登録者数（単位：件）（ひょうごボランタリープラザ調べ）

※平成23年度は11月末現在

○助成金情報掲載数（単位：件）（ひょうごボランタリープラザ調べ）

○コラボＮＥＷＳ配信数（単位：件）（ひょうごボランタリープラザ調べ）

② 有益な情報の提供
県民ボランタリー活動に対する理
解を深め、参加を促し、活動を促進
させるためには、活動に関する多様
な分野の情報を整理し、情報を求め
る県民や活動団体に必要な情報を提
供することが必要である。特に、活
動団体においては、運営に役立つ情
報の提供を求めている。
このため、県民や活動団体の利便
性に配慮しつつ、有益な情報とし
て、「行政や財団等における助成金
や補助金制度などの資金調達の情
報」、「他の活動団体の情報」、
「活動に必要とされる知識や技術を
習得するための研修や講習会の人材
育成の情報」などを提供する。

※平成23年度は11月末現在

※平成23年度は11月末現在

※平成23年度は11月末現在

（現行どおり）・「コラボネット」や
「ボランタリー活動支
援ナビ」を通じて、地
縁団体やＮＰＯ法人等
がボランタリー活動に
有益な情報を活用でき
る仕組みを構築してい
る。

・民間の助成金情報に
ついては、ボランタ
リープラザがとりまと
め、ホームページで提
供している。

⑥交流サロン【他の活動団体の情報】
情報の収集・発信や交流の場としてひょうごボランタリープラザ内に交流サロンを設置。

※平成23年度は12月28日現在

○のじぎくＶ－ＮＥＷＳ配信数（単位：件）（ひょうごボランタリープラザ調べ）

【再】④のじぎくＶ－ＮＥＷＳ【他の活動団体の情報】
「のじぎく兵庫国体」・「のじぎく兵庫大会」の県民ボランティアが、大会後も継続して広域イベントや地域におけるボランタリー活動に参加できるよう、ボランティアに関
する情報を発信。

※平成23年度は平成24年１月末現在

※平成20年度から交流サロンの面積を縮小（２１５．２㎡→１０１．０７㎡）

①地域づくり活動情報システム「コラボネット」【他の団体活動の情報】
平成15年度から地域づくり活動情報システム「コラボネット」を開設し、ＮＰＯ等ボランタリー活動を行っている団体が情報を発信・収集できるシステムを構築。

②ボランタリー活動支援ナビ【資金調達の情報・人材育成の情報】
平成18年１月から、①地域づくり活動に対する支援施策・事業（人材養成講座、助成制度等）に関する情報、②支援を求める地域づくり活動（人材、寄附等の募集）に関する
情報を分野別・地域別に整理の上、インターネットで公開。インターネット上でのマッチングを支援。

【再】③コラボＮＥＷＳ【資金調達の情報・他の活動団体の情報】
ボランタリー活動の活性化を図ることを目的に、助成金情報等ボランタリー団体が活動を進めていく上で有益な情報をタイムリーに発信。

※平成23年度は11月末現在

○ボランタリー活動支援ナビ登録数（単位：件）（県協働推進室調べ）

○コラボネット登録団体数（単位：件）（県協働推進室調べ）

２ 県民ボ
ランタリー
活動の機会
の提供及び
基盤の整備
に関する事
項
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条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

参加者数

第１回 116

第２回 168

年 度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 合 計

修了者数 564 584 694 696 720 714 747 759 752 812 745 680 654 9,121

年 度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 合 計

修了者数 36 27 30 38 38 40 33 25 33 26 30 25 24 405

１～５期生 ６～１０期生 １１～１３期生 期不明 計

27 53 32 2 114

9 17 12 0 38

21 35 22 0 78

21 41 23 0 85

15 35 16 0 66

9 25 8 0 42

5 26 18 2 51

4 6 2 0 12

6 8 3 0 17

3 3 5 0 11

10 18 18 1 47

130 267 159 5 561

年 度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

人 数 39 49 73 96 94 79 72 28 59 53 49 60 53 48 ― 852

参加者数

第１回 116

第２回 168

○ふるさとひょうご創生塾修了者数（単位：人）（（公財）兵庫県生きがい創造協会調べ）

○ふるさとひょうご創生塾修了者の活動分野（重複回答あり） （（公財）兵庫県生きがい創造協会調べ）

○ＮＰＯ大学事業修了者数（単位：人）（県協働推進室調べ）

テ ー マ

平成24年１月26日 神戸クリスタルホール

平成22年７月２日

日 時 場 所

④ 交流の促進
県民ボランタリー活動を行おうと
する県民に対し、参加の機会を提供
するとともに、活動を行う者や団体
相互の交流を促進していくことが重
要である。また、行政、企業、活動
団体相互の交流を図っていくことが
必要である。
そのためにも、活動団体が、それ
ぞれの分野において実施する交流イ
ベントなどに対して、県として、必
要に応じて後援などの支援を行って
いくとともに、ネットワーク化の促
進や情報発信できる機会を提供す
る。

③ 多様なニーズに応じた講習会な
どの実施
県民ボランタリー活動に必要な知
識や技術は、参加者の年齢、経験、
技術、能力などの状況によることか
ら、各々の活動者の状況に応じた多
種多様な学習機会を提供していくこ
とが必要である。
このため、県や市町、社会福祉協
議会、ＮＰＯ等、学習機会を提供す
る機関相互の役割分担のもと、県民
ボランタリー活動を行おうとする県
民、或いは既に行っているＮＰＯ等
の活動団体の構成員等に対して、活
動者の目的や活動内容などに応じた
多様な講習会などの学習機会を体系
的に提供するとともに、学習機関相
互の連携に努める。

①スクエア２１の開催【ネットワーク化の促進や情報発信できる機会の提供】
阪神･淡路大震災を契機としたボランティア・市民活動の盛り上がりを、本格的な市民社会を支えるボランタリーセクターの形成支援を目的とし、平成13年（ボランティア国
際年）から平成21年まで開催。

①ひょうごボランタリー地域づくりネットワーク会議の開催【学習機会の体系的な提供】
地域づくりの担い手である県民、ＮＰＯ法人、企業、行政機関等が、連携・協力するネットワークの形成に取り組むため、平成22年度から開催。

④地域づくり活動支援事業（ＮＰＯ等人材育成事業）【学習機会の提供】
国の新しい公共支援事業交付金を活用した「ＮＰＯ等人材育成事業」において、ＮＰＯ等の運営基盤の確立を支援するため、専門性の高い知識、技能を習得できる人材を育
成。平成23、24年度の２ヵ年で200名の人材の養成を目標。

平成22年７月２日

平成24年１月26日

場 所

神戸クリスタルホール

②高齢者大学の運営【学習機会の提供】
高齢者に総合的・体系的な学習機会を提供するため、いなみ野学園等高齢者大学、より専門性の高い実践的な学習を通じ地域社会の課題解決を図るリーダーとしての活躍が期
待できる人材を養成するため、いなみ野学園大学院を運営。

神戸クリスタルホール 災害に強いまちづくりについて

③ふるさとひょうご創生塾の開設【学習機会の提供】
地域づくり活動の第一線で活躍しているリーダーが、ふるさとづくりの理念・理論、情報や人材をつなぐ技法等を学ぶことで、課題解決の糸口の発見・ネットワークの拡大な
ど、さらに大きく飛躍するための講座を開設。

被災地をつなぐ災害ボランティア

○高齢者大学卒業・修了者の活動（（公財）兵庫県生きがい創造協会調べ）

いなみ野学園等高齢者大学の修了者においては、福祉施設を訪問し南京玉すだれなどを披露するカクテル一座、いなみ野学園ＯＢ明石会環境ボランティアグループによる環境
美化活動、但馬みてやま学園ＯＢの花いっぱい運動など、卒業生の活動グループが福祉やスポーツ等幅広い分野で活動を展開。

○高齢者大学卒業・修了者数（単位：人）（（公財）兵庫県生きがい創造協会調べ）＜いなみ野学園・阪神シニアカレッジ（Ｈ12年度～）＞

・地域づくりネット
ワーク会議やＮＰＯと
行政の協働会議等を通
じて、地域団体・ＮＰ
Ｏ・企業・行政間の交
流・情報交換の促進を
図っている。

神戸クリスタルホール

③ＮＰＯと行政の協働会議の開催【ネットワーク化の促進や情報発信できる機会の提供】
ＮＰＯが、行政と協働して福祉、子育て、環境、まちづくり等の様々な地域課題の解決に取り組めるよう、協議・情報交換等を行う場として開催。

※平成23年度は「地域づくり活動支援事業」の中でＮＰＯ等人材育成事業を発展・拡充して実施している。

【再】②ひょうごボランタリー地域づくりネットワーク会議の開催【ネットワーク化の促進や情報発信できる機会の提供】
地域づくりの担い手である県民、ＮＰＯ法人、企業、行政機関等が、連携・協力するネットワークの形成に取り組むため、平成22年度から開催。

テ ー マ

災害に強いまちづくりについて

被災地をつなぐ災害ボランティア

④災害救援ボランティア活動支援関係団体連絡会議【ネットワーク化の促進や情報発信できる機会の提供】
平時から、災害救援ボランティア支援関係機関相互ネットワークの強化等を図ることにより、災害時における迅速かつ効果的な支援体制を構築。

日 時

・高齢者大学やふるさ
と創生塾等、多様な学
習機会を体系的に提供
している。

（現行どおり）

（現行どおり）

⑤ＮＰＯ大学事業
兵庫県内において活動するボランタリー活動団体の運営基盤確立を支援するため、組織運営、人材活用、資金調達などに関して専門性の高い知識、技能を修得できる研修事業
であるＮＰＯ大学事業を平成９年度から実施。

２ 県民ボ
ランタリー
活動の機会
の提供及び
基盤の整備
に関する事
項

活動分野

地域・まちづくり

地域安全

青少年の健全育成・子育て支援

自然・環境保全

福祉・健康づくり

生涯学習

ボランティア・ＮＰＯへの支援

合 計

文化・芸術・スポーツ

国際協力

男女共同参画

情報

7



条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

○トライやるウィークに参加した学校数及び生徒数（単位：学校数、人） （県教育委員会調べ）

年 度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 合 計

実施校数 340 359 359 359 364 365 372 372 370 370 371 369 368 4,738

参加生徒数 55,516 56,963 54,841 53,073 52,216 49,782 48,913 48,546 48,187 46,821 48,806 47,271 48,094 659,029

派遣数

3,464

833

184

36

（２）基盤の整備に関する事項
県民ボランタリー活動が成熟社会に
根づき、広がるよう、その基盤とな
る活動環境の整備を行う。
① 調査、研究等の推進
県民ボランタリー活動の状況など
基礎的な情報を把握するとともに、
活動団体と行政や企業等との関係の
あり方、セクターの形成に向けた支
援などについて、調査、研究を促進
していくことが必要である。
このための調査、研究を行う。ま
た、様々な機関、団体等と共同で研
究を行うなど、より効果的な方法を
検討していく。

○災害救援ボランティアの派遣人数（単位：人、台）（ひょうごボランタリープラザ調べ）

⑤ 学校等での体験機会の提供
県民ボランタリー活動は、社会の
一員として、人を思いやる心、とも
に生きる心、地域を愛する心を培
い、人のために活動することや創造
することの喜びを実感するなど、そ
の豊かな人間性を育む学習的意義は
重要である。このため、学校等を通
じ、青少年期から県民ボランタリー
活動を理解し実践する機会を提供す
る。

②各市町におけるボランタリー活動施策にかかる調査【調査、研究】
今後の地域づくり活動への反映と施策立案・実施に向けた取り組みの充実を図っていくため、県内の市町が実施しているボランタリー活動施策に係る現況調査を平成21年度か
ら毎年実施。

①トライやるウイーク【県民ボランタリー活動を理解し実践する機会の提供】
中学生が職場体験、福祉体験、勤労生産活動など、地域での様々な体験活動を通じて、働くことの意義、楽しさを実感したり、社会への一員としての自覚を高めるなど、生徒
一人一人が自分の生き方を見つけられるよう支援。

参 加 者 数

う ち 高 校 ・ 大 学 生

バ ス 派 遣 台 数

うち高校・大学生用バス派遣台数

③ひょうごＮＰＯデータブックの発行【調査、研究】
平成15年と19年の２回、ＮＰＯ法人への支援のあり方やＮＰＯ法人の抱える問題や課題等について議論できるデータブックとして発行。

①県民ボランタリー活動実態調査【調査、研究】
今後のボランタリー活動支援方策を検討に活用する基礎資料とするため、概ね５年ごとに調査。平成21年度に第７回目の調査を実施。

②トライやるワーク【県民ボランタリー活動を理解し実践する機会の提供】
高校生に地域社会の一員としての自覚と態度を養うため、自ら地域社会に貢献できる取組を企画・実施し、地域社会に対する参画意識を高めるとともに、社会性や自主性など
豊かな人間性を育むため、県内の全県立高校（150校）で実施。

③災害救援支援ボランティアの派遣【県民ボランタリー活動を理解し実践する機会の提供】
学生が東日本大震災の被災地でボランティア活動を行うため、ボランティアバスの運行、災害救援ボランティア派遣の助成を行うなどボランタリー活動の実践機会を提供。

④ひょうごボランタリープラザ運営協議会【調査、研究】
次年度事業の企画・計画を行うため、活動団体の情報、施策の効果を調査。また、プラザの個別の課題やテーマ・個別事業について、専門的な意見を得ることにより、プラザ
のあり方について協議。

（現行どおり）

・施策検討の基礎資料
として、定期的に県民
ボランタリー活動の実
態調査を行っている。

（現行どおり）

・トライやるウィーク
など、小学校から高校
まで、体系的な体験教
育が実施されている。

・東日本大震災では、
高校生や大学生等若い
世代のボランタリー活
動に対する意識の高ま
りが見られる。

２ 県民ボ
ランタリー
活動の機会
の提供及び
基盤の整備
に関する事
項
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条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

市 町 名 設置年度

Ｈ１４

Ｓ４６

Ｈ ５

Ｈ１２

西 宮 市 Ｈ１４

芦 屋 市 Ｈ１９

伊 丹 市 Ｈ１６

川 西 市 Ｈ１４

三 田 市 Ｈ１７

明 石 市 Ｈ１７

加古川市 Ｈ１６

三 木 市 Ｈ２０

小 野 市 Ｈ１７

加 西 市 Ｈ１５

姫 路 市 Ｈ２１

豊 岡 市 Ｈ１６

養 父 市 Ｈ１９

篠 山 市 Ｈ２２

合 計

参加者数

第１回 116

第２回 168

姫路市 市民活動・ボランティアサポートセンター

篠山市民プラザ

場 所 テ ー マ

豊岡市民プラザ

神戸市市民活動総合拠点

あしや市民活動センター

③市町における「ボランティア・市民活動支援センター」の設置・運営【各地域の活動拠点】
平成23年４月現在、15市で18施設を設置・運営。（１５／２９市、０／１２町）

日 時

西宮市市民交流センター

施 設 の 名 称

【再】④ひょうごボランタリー地域づくりネットワーク会議の開催
地域づくりの担い手である県民、ＮＰＯ法人、企業、行政機関等が、連携・協力するネットワークの形成に取り組むため、平成22年度から開催。

加西市地域交流センター

あかし市民活動センター

伊丹市立市民まちづくりプラザ

小野市うるおい交流館「エクラ」

参画と協働のプラットホーム

②市町社会福祉協議会ボランティアセンターの設置【各地域の活動拠点】
県内市町社会福祉協議会において、41市町50ヶ所のボランティアセンターを設置・運営。

・全県的な支援拠点で
あるひょうごボランタ
リープラザを設置し、
ボランタリー活動に関
する情報の提供・相
談・資金支援・交流等
の支援を行っている。

・県内市町において
も、「ボランティア、
市民活動センター」の
設置が進んでいるが、
町レベルでの設置はな
い。

加古川駅南まちづくりセンター

やぶ市民活動センター

・人材養成
団体・ＮＰＯの人材育成を支援するＮＰＯ大学事業を実施。また、ボランティアコーディネーター等ボランタリー活動推進者に対する研修も実施。

①ひょうごボランタリープラザの設置【県民ボランタリー活動支援センター（仮称）の整備】
成熟した市民社会の構築に向け、ボランタリー活動の全県的な支援拠点として平成14年に設置。

・情報の提供、相談
インターネットを活用した「コラボネット」（「地域づくり活動登録」、「ボランタリー活動支援ナビ」、メールマガジン等）により、タイムリーな情報の収集・提供・発
信。ＮＰＯに関する会計等の専門相談を実施。

三木市立市民活動センター

三田市まちづくり協働センター

・交流ネットワーク
団体・ＮＰＯと企業等の間で資源のマッチングを図る事業や、ＮＰＯと行政が様々な分野の地域課題について協議を行う協働会議等を実施。

② 支援拠点の整備
活動団体の立ち上げ期の支援及び
自発的かつ自律的な活動を促進し、
県民ボランタリー活動が地域に密着
するような環境づくりが必要であ
る。このため、全県的な活動支援拠
点として、県民ボランタリー活動支
援センター（仮称）の整備を推進す
るとともに、市町等に対して、総合
窓口の設置や公民館などの施設を各
地域の活動拠点として活用するなど
の環境整備を要請する。
また、各地域・各分野別における
施設などを活用した支援拠点のネッ
トワーク化や事業の連携を推進す
る。

○ひょうごボランタリープラザの機能

・活動資金支援
「ひょうごボランタリー基金」をもとに、ボランティアグループの活動支援をはじめＮＰＯの立ち上げ期から発展期に至るまでの、多様なニーズに対応した支援を実施。

こうべまちづくりセンター

神戸市コミュニティ相談センター
神 戸 市

○市町市民活動支援センター設置状況（平成23年４月現在）（県協働推進室調べ）

・調査研究
ボランタリー活動に関する社会的な課題や支援方策について、様々なテーマを設定し、調査研究を実施。

・ボランタリープ
ラザの設置を踏ま
え、内容見直し。

１５市１８施設

川西市市民活動センター

平成22年７月２日 神戸クリスタルホール 災害に強いまちづくりについて

平成24年１月26日 神戸クリスタルホール 被災地をつなぐ災害ボランティア

２ 県民ボ
ランタリー
活動の機会
の提供及び
基盤の整備
に関する事
項

市町市民支援活動センター設置数の推移（平成２３年４月末現
在）
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条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

年 度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

人 数 39 49 73 96 94 79 72 28 59 53 49 60 53 48 ― 852

年 度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 合 計

人 数 22 63 52 90 101 328

年 度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

人 数 21 57 17 58 52 29 234

年 度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

件 数 12 8 13 11 9 9 11 5 7 ― 85

年 度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

相談件数 888 2,897 3,454 7,185 14,442 51,340 56,574 36,973 32,874 34,351 34,385 22,984 298,347

起業団体数 1 7 18 35 79 116 125 131 127 104 132 123 998

※平成23年度は12月末現在

年 度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

件 数 5 7 6 7 7 5 - 37

金 額 5,000 6,500 5,415 7,000 7,000 5,000 - 35,915

③ リーダーやコーディネーターの
養成
活動団体の活動を活性化していくた
めには、リーダーやコーディネー
ターの資質に負うところが大きい。
このため、交流会や研修などの場
の提供を通じて、質の高いリーダー
やコーディネーターを養成する。

○ＮＰＯ大学事業修了者数（単位：人）（県協働推進室調べ）

○ＮＰＯ専門相談事業相談件数（単位：件）（ひょうごボランタリープラザ調べ）

③災害ボランティアコーディネーター養成研修【質の高いリーダーやコーディネーターの養成】
市町社協における災害時の対応力を高め、平時から災害に対応できる状態を整備しておくために研修を実施。

○災害ボランティアコーディネーター養成研修修了者数（単位：人）（ひょうごボランタリープラザ調べ）

※平成23年度は「地域づくり活動支援事業」の中でＮＰＯ等人材育成事業を発展・拡充して実施している。

②ボランティアコーディネーター養成研修【質の高いリーダーやコーディネーターの養成】
市町社協ボランティアセンターや市民活動センター等のコーディネーターの養成やスキルの向上を図るために研修を実施。

【再】④地域づくり活動支援事業（ＮＰＯ等人材育成事業）【質の高いリーダーやコーディネーターの養成】
国の新しい公共支援事業交付金を活用した「ＮＰＯ等人材育成事業」において、ＮＰＯ等の運営基盤の確立を支援するため、専門性の高い知識、技能を習得できる人材を育
成。平成23、24年度の２ヵ年で200名の人材の養成を目標。

①ＮＰＯ専門相談事業【支援体制の確立】
ＮＰＯ等が活動する過程において生じる会計・財務等の問題に対して、専門的な対応が可能な相談窓口を設置。

・市町社会福祉協議会
ボランティアセンター
やＮＰＯ等の運営を担
う人材育成が着実に図
られている。

○ボランティアコーディネーター養成研修修了者数（単位：人）（ひょうごボランタリープラザ調べ）

④ 実務のための支援
今後、活動団体が社会の中で一定
の地位を占め、活動する過程におい
て、法律、会計や税務などの諸問題
が生じることが想定される。
このため、特定非営利活動法人の
設立の認証相談、補助金や助成金に
関する申請事務の相談のほか、特定
非営利活動法人等に関する法律、会
計や税務などの実務に対する個別相
談や講習会などの支援体制を確立す
る。

・ひょうごボランタ
リープラザをはじめ、
中間支援ＮＰＯ法人が
運営する「生きがいし
ごとサポートセン
ター」において専門家
による会計・財務相談
等の各種相談事業を実
施し、県内各地域での
相談体制を整えてい
る。

（現行どおり）

（現行どおり）

※平成23年度は「地域づくり活動支援事業」の中でＮＰＯ等人材育成事業を発展・拡充して実施している。

○生きがいしごとサポートセンター一覧（平成23年度）（県しごと支援課調べ）

（特）しゃらく

（特）宝塚ＮＰＯセンター

（特）シンフォニー

（特）シーズ加古川

生きがいしごとサポートセンター阪神南

生きがいしごとサポートセンター播磨東

神戸市東灘区

【再】①ＮＰＯ大学事業【質の高いリーダーやコーディネーターの養成】
兵庫県内において活動するボランタリー活動団体の運営基盤確立を支援するため、組織運営、人材活用、資金調達などに関して専門性の高い知識、技能を修得できる研修事業
であるＮＰＯ大学事業を平成９年度から実施。

（特）コムサロン２１

②生きがいしごとサポートセンターの設置【支援体制の確立】
起業・就業・ボランティアなど生きがい仕事を総合的に支援する機関として、起業による生きがいしごとの場を創出や、就業・ボランティアに関するマッチング等を実施。

事 業 主 体

尼崎市

加古川市

（特）コミュニティ・サポートセンター神戸

所 在 地

生きがいしごとサポートセンター神戸東

名 称

神戸市須磨区

③中間支援活動助成
中間支援機能を主たる業務とするＮＰＯ法人が、相談、ネットワーク、情報提供等の中間支援機能を発揮して県内ＮＰＯ等の組織運営や活動を支援する取り組みに対し助成。

○中間支援活動助成採択件数（単位：件、千円）（県協働推進室調べ）

④地域づくり活動支援事業（スーパーＮＰＯ育成事業）
国の新しい公共支援事業交付金を活用した「スーパーＮＰＯ育成事業」において、ＮＰＯ等の活動基盤強化のため、中間支援組織等が個々のＮＰＯ等の事業運営・経営支援等
の取組みに対し支援を行い、ＮＰＯ等の資質の向上及び自立を図る。平成23、24年度の２ヵ年で県内全市町でのＮＰＯ法人設立やＮＰＯ等のネットワークの強化を目標。

生きがいしごとサポートセンター神戸西

生きがいしごとサポートセンター阪神北 宝塚市

姫路市

○生きがいしごとサポートセンターの実績（単位：件、団体）（県しごと支援課調べ）

生きがいしごとサポートセンター播磨西

⑤地域づくり活動支援事業（ＮＰＯ等カフェ運営事業）
国の新しい公共支援事業交付金を活用した「ＮＰＯ等カフェ運営事業」において、中間支援組織が十分でない地域等において、ＮＰＯ等の相互の連携と人と情報のネットワー
ク形成を図る。平成23、24年度の２ヵ年で中間支援機能が十分でない地域での中間支援組織の設立または、支援ネットワークの形成を目標。

２ 県民ボ
ランタリー
活動の機会
の提供及び
基盤の整備
に関する事
項
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条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

年 度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 合 計

件 数 1,590 1,592 1,962 10 2 5,156

金 額 113,032 123,932 161,598 8,880 2,000 409,442

年 度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

件 数 1,014 1,004 1,054 2,701 3,012 3,207 3,366 3,491 3,351 3,531 25,731

金 額 38,080 35,778 34,421 102,295 118,048 128,227 129,839 130,283 130,636 104,900 952,507

※平成23年度は実績見込み

年 度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

件 数 506 478 466 448 410 314 249 259 243 3,373

金 額 98,317 98,268 97,915 98,830 96,573 54,886 48,098 48,643 48,784 690,314

年 度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 合 計

件 数 3 2 7 5 1 3 3 2 2 0 1 29

金 額 8500 6,000 20,300 11,500 3,000 9,000 9,000 6,000 5,000 0 2,300 80,600

※平成23年度は12月末現在

⑤ 財政支援方法の検討
活動団体等の自発性や自律性をふ
まえた財政支援の方法を検討する必
要がある。特に、資金助成などの直
接的な支援の場合、一時的に効果が
あったとしても、結果的には、その
活動の自発性や自律性が損なわれる
こともある。
このため、財政支援の方法につい
て検討する際には、活動団体等と行
政との間の相互の自律した協力関係
をふまえた協働を積極的に進めると
ともに、事業委託や資金助成につい
ての適切なあり方、活動資金の確保
を容易にするための方法などを考慮
していく必要がある。

○阪神淡路・大震災復興基金を活用した助成事業実績（単位：件、千円）（県協働推進室調べ）

②ひょうごボランタリー基金を活用した各種助成事業【財政支援】
阪神・淡路大震災復興基金廃止後のボランタリー活動の支援を確保するためひょうごボランタリー基金を活用し、小規模なボランタリー団体から中間支援組織に至るまでの
様々な主体を対象とした各種助成事業を実施。

○ひょうごボランタリー基金を活用した助成事業実績（単位：件、千円）（県協働推進室調べ）

④ＮＰＯコミュニティビジネス等活動応援貸付制度【財政支援】
平成13年度からＮＰＯ法人とＮＰＯ法人に準ずる団体を対象として、600万円を上限とした貸付制度を実施。

○ＮＰＯコミュニティビジネス等活動応援貸付制度貸付実績（単位：件、千円）（県協働推進室調べ）

③地域づくり活動応援事業【活動環境の整備】
地域団体の活動の充実強化を図り、地域に活性化に繋げるため、地域団体の創意工夫による地域特性を生かした取り組みに対して助成（県民局地域戦略推進費）。

○地域づくり活動応援事業実績（単位：件、千円）（県協働推進室調べ）

※災害復興ボランティア活動助成は平成16年度で終了（平成17年度以降は「行政・ＮＰＯ協働事業助成」のみ）

・「地域づくり活
動支援事業」（平
成23～24）終了後
のボランタリー基
金助成のあり方。

・「ひょうごボランタ
リー基金助成」や「地
域づくり活動応援事
業」など各種助成事業
により、草の根の活動
を行うボランタリー団
体や地域団体からＮＰ
Ｏ法人等多様な主体の
行うボランタリー活動
の支援を行っている。

・ＮＰＯ貸付事業につ
いては、貸付制度を利
用してまで事業を継
続・拡大しようとする
法人が少ないこと等に
より、利用が低下傾向
にある。

・平成23～24年度は、
国の基金を活用した
「地域づくり活動支援
事業」に取り組んでお
り、ボランタリー基金
による助成は、県民ボ
ランタリー活動助成を
除き、休止している。

①阪神淡路・大震災復興基金を活用した各種助成事業【財政支援】
阪神淡路・大震災からの早期復興のための取り組みを補完するとともに、被災地域を魅力ある地域に再生することを目的として「災害復興ボランティア活動助成」、「行政・
ＮＰＯ協働事業助成」を平成14年度から18年度まで実施。

２ 県民ボ
ランタリー
活動の機会
の提供及び
基盤の整備
に関する事
項
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条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

年 度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

加入者数 150,987 149,818 149,200 161,592 167,895 169,812 197,071 176,003 178,234 178,361 168,212 168,043 174,846 165,512

※平成23年度は12月末現在

全企業

100

100

100

100

100

100

100

１４％（調査企業数１００社）

年 度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

団 体 数 1,020 1,019 1,012 1,067 1,083 1,105 1,121 1,104 1,071 1,062 1,059 1,051 1,047 1,005

100～299人

30～99人

【再】①企業の社会貢献活動に係るインタビューの実施【社会環境の整備】
平成19年度から「地域密着型の社会貢献活動を実践している県内中小企業」を中心に事例を紹介。平成24年１月末までに43社に対しインタビューを実施。

【再】②企業の社会貢献活動実践モデル事例調査の実施【社会環境の整備】
平成21・22年度の２ヵ年において、企業規模、分野等の特性を踏まえた社会貢献活動を把握するため、県内の企業100社を調査、実践モデル事例として取りまとめ。

③ボランティア・市民活動災害共済加入者数

計

○ボランティア・市民活動災害共済加入者数の推移（単位：人）（県社会福祉協議会調べ）

○ボランティア休暇の導入率 （企業の社会貢献活動実践モデル事例調査[平成２２年度 兵庫県]）

（参考）平成17年

⑦ 県民運動の一層の展開
昭和62年以来、県民運動が県内各
地域で繰り広げられてきており、こ
の活動を通じて県民やボランティア
団体の自発的で自律的な意識が育ま
れてきた。このため、ボランタリー
セクターの形成に向けて、さらに、
主体的な県民参加を促すよう、県民
運動を一層充実させて展開してい
く。

・ボランティア休暇制
度は大企業では導入が
進んでいるが、中小企
業への導入が進んでい
ない。

・改正ＮＰＯ法等によ
り寄附を受けやすい環
境が整備されるもの
の、寄附文化を根付か
せるには、個々のＮＰ
Ｏの活動内容や会計に
ついての情報公開、魅
力ある支援プログラム
の設計等、寄附者に対
する効果的なＰＲを
図っていく必要があ
る。

（現行どおり）

・引き続き、県民運動
の一層の展開に努め
る。

（現行どおり）

④ボランティア休暇制度【社会環境の整備】

○ボランティア休暇制度の導入割合（単位：％） （厚生労働省統計情報部 平成19年１月１日現在 有効回答数４，１７８[調査対象５，３４３]）

こころ豊かな美しい兵庫推進会議構成団体数の推移（県協働推進室調べ）

2.2

1,000人以上

企業規模・年

⑤特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）等の改正【社会環境の整備】
【目 的】
市民やＮＰＯが共助の精神で支え合い、積極的に公共サービスに参加する「新しい公共」を目指し、市民が寄附をしやすく、ＮＰＯが資金を調達しやすい社会を創出する。
【概 要】
○改正ＮＰＯ法について
①認定基準の緩和
・絶対値要件（3,000円以上の寄附 年平均100人以上）の導入
②仮認定制度の導入～スタートアップ支援
③所轄庁の変更（地方自治体が一元的に実施）
《認証》内閣府→都道府県／都道府県→指定都市
《認定》国税庁→都道府県・指定都市
○税制について
①所得税の税額控除制度の導入（所得控除との選択制）
②住民税の適用下限額の引下げ（5,000円→2,000円）

（参考）平成16年

ボランティア休暇

2.8

17.7

6.6

3.3

1.8

2.6

300～999人

２ 県民ボ
ランタリー
活動の機会
の提供及び
基盤の整備
に関する事
項

⑥地域づくり活動支援事業（ＮＰＯイメージアップ作戦事業）【社会環境の整備】
国の新しい公共支援事業交付金を活用した「ＮＰＯイメージアップ作戦事業」において、ＮＰＯ等の活動への理解者、支援者を増やすとともに、寄附集めの支援、ノウハウの
共有を図る。平成23、24年度の２ヵ年で市民ファンドの設立３県を目標。

⑥ 社会環境の整備
県民ボランタリー活動に参加しや
すく、気持ちよく活動ができるよう
にするため、家庭や社会での理解を
深めたり、活動するうえで困難と
なっている社会環境を整備していく
ことが必要である。
このため、事業者等に対し、その
事業活動が地域社会と密接な関係に
あることの理解を促し、ボランティ
ア休暇制度の導入、ボランティア保
険の加入などによって、県民ボラン
タリー活動に取り組みやすい社会環
境の整備に努めるよう協力を呼びか
ける。
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条 文 方針・方向性現 状 評 価 ・ 課 題

地 域 全 県 阪神南 阪神北 東播磨 北播磨 中播磨 西播磨 但 馬 丹 波 淡 路 計

団 体 数 121 144 75 111 110 73 87 114 94 76 1,005

地 域 神 戸 阪神南 阪神北 東播磨 北播磨 中播磨 西播磨 但 馬 丹 波 淡 路 計

法 人 数 657 277 214 156 66 131 62 47 44 55 1,709

都道府県名

北 海 道

青 森 県

岩 手 県

宮 城 県

埼 玉 県

神奈川県

富 山 県

石 川 県

福 井 県

山 梨 県

静 岡 県

滋 賀 県

京 都 府

兵 庫 県

和歌山県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

福 岡 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

沖 縄 県

合 計

（１）推進体制の整備
活動団体等は、各分野にまたがる
ことから、その促進施策を総合的か
つ計画的に推進するための体制を整
備する必要がある。

・ボランタリー活動促
進のための施策につい
ては、協働推進本部
（政策会議）を通じ
て、総合調整・推進を
図っている。

（現行どおり）

（２）時代の要請による対応（フォ
ローアップ）
時代の要請によってボランタリー
セクターの役割や形態は変化するこ
とから、その時代の活動団体等の実
態をふまえながら、本基本方針に基
づく施策について、透明性を高めつ
つ、適宜、評価を加え見直しを行っ
ていくことが必要である。

・施策については、県
民ボランタリー活動の
状況等を踏まえ、毎年
度、見直しを行ってい
る。

（現行どおり）

広島県社会貢献活動の支援に関する基本方針

和歌山県ボランティア・ＮＰＯ活動促進基本方針

岡山県ボランティア・ＮＰＯ活動促進に関する基本指針

富山県民ボランティア・ＮＰＯ活動活性化のための指針

大阪府ＮＰＯ活動活性化指針

府民のボランティア活動支援のための指針 おおきにボランティア

社会貢献活動の促進に関する基本方針

山口県県民活動促進基本計画

３０道府県３４基本方針

○ボランティア活動に関する基本方針の策定状況（県協働推進室調べ）

沖縄県のＮＰＯ活動促進のための基本指針

みやざきボランティア活動促進基本方針

ボランティア活動支援のための基本指針

熊本県社会参加活動推進基本方針

県民ボランタリー活動の促進のための施策の推進に関する基本方針

県民いきいき活動促進基本方針

ボランティア等社会参加活動推進のための基本指針

県民ボランティア活動の促進に関する基本指針

ボランティア活動推進のための基本指針

共助の社会づくり推進指針

徳島県社会貢献活動の促進に関する施策の基本方針

彩の国コミュニティ活動推進の基本方針

ボランティア活動推進のための基本方針

新潟県ＮＰＯ活動の促進に関する指針

ふじのくにＮＰＯ活動に関する基本指針

『県民ボランティア運動』推進のための指針

福井県県民社会貢献活動支援基本計画

ＮＰＯ活動の促進に関する基本指針

大 阪 府

基 本 方 針 等 名 称

栃木県社会貢献活動の促進に関する施策の基本方針

栃木県ＮＰＯ等活動促進に関する基本方針

宮城県民間非営利活動促進基本計画

社会貢献活動の支援に関する指針

ボランティア活動環境整備基本指針

北海道のＮＰＯの活動推進のあり方に関する提言

・引き続き、地域特性
に配慮した施策展開に
努める。

（現行どおり）

４ 前３号
に掲げるも
ののほか、
県民ボラン
タリー活動
の促進のた
めの施策の
推進に関す
る重要事項

・ボランティア活動支援センター（仮称）構想策定【Ｈ９．８】
・「県民ボランタリー活動の促進等に関する条例」施行【Ｈ10．12】
・ボランティア活動支援センター（仮称）基本計画策定【Ｈ11．３】
・「県民ボランタリー活動の促進のための施策の推進に関する基本方針」策定【Ｈ12．11】
・ひょうごボランタリープラザ開設【Ｈ14．６】
・「県民ボランタリー活動の促進のための施策の推進に関する基本方針」の見直し【Ｈ23．８～】

○地域協働推進本部の設置（平成16年５月）
県民の自発的で自立的な地域づくり活動の一体的な展開による元気と安心の兵庫をめざして、防犯、交流拠点づくり等の地域づくり事業（地域協働事業）を効果的に支援し推
進するため、本庁各部局、各県民局との連携や事業間の調整等を行う全庁的な横断組織として設置。

（２）他府県、国、諸外国等の施策
動向の配慮
他府県、国、諸外国等のボランタ
リー活動の促進のための施策を見極
めながら、本県の施策について配慮
していく必要がある。

３ 県が県
民ボランタ
リー活動の
促進のため
の施策を実
施するにあ
たり配慮す
べき重要事
項

○ＮＰＯ法人数（地域別）（県協働推進室調べ）

※平成24年１月末現在

（１）地域特性の配慮
兵庫県は広大な面積を有し、地
勢、気候、風土が多彩であることか
ら、各々の地域の特徴を生かした県
民ボランタリー活動が行われてお
り、地域特性や個性豊かな活動の尊
重を配慮する必要がある。

○平成23年度こころ豊かな美しい兵庫推進会議構成団体数（地域別）（県協働推進室調べ）

栃 木 県

新 潟 県

かながわボランタリー活動推進指針

県民の社会貢献活動促進のための基本的な考え方

島 根 県

（現行どおり）・引き続き、他府県、
国等の施策動向を注視
していく。

13


